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【第217回国会】 

（1）委員（30人） 

委員長 遠藤   敬君 維新 
理 事 岩田  和親君 自民 理 事 尾﨑  正直君 自民 
理 事 木原   稔君 自民 理 事 篠原   豪君 立憲 
理 事 升田 世喜男君 立憲 理 事 屋良  朝博君 立憲 
理 事 美延  映夫君 維新 理 事 橋本  幹彦君 国民 
 江渡  聡徳君 自民  金子  容三君 自民 
 黄川田 仁志君 自民  草間   剛君 自民 
 鈴木  英敬君 自民  鈴木  隼人君 自民 
 関   芳弘君 自民  中曽根 康隆君 自民 
 福田 かおる君 自民  向山   淳君 自民 
 新垣  邦男君 立憲  五十嵐 えり君 立憲 
 伊藤  俊輔君 立憲  重徳  和彦君 立憲 
 下野  幸助君 立憲  松尾  明弘君 立憲 
 池畑 浩太朗君 維新  深作 ヘスス君 国民 
 西園  勝秀君 公明  山崎  正恭君 公明 
 赤嶺  政賢君 共産 

 

（2）議案  

付託された議案は内閣提出法律案２件で、審査等の概況は次のとおりである。 

 

防衛省設置法等の一部を改正する法律案（内閣提出第16号） 

○ 要旨 

自衛隊の任務の円滑な遂行を図るため、自衛官定数の変更及び水上艦隊の新編その他

の自衛隊の組織の改編を行うとともに、自衛官の再任用に係る要件の見直し、航空管制

官手当の新設その他の自衛官等の人材確保のための制度の整備、物品役務相互提供協定

に係る規定の整備、装備移転等に伴う装備品等の製造等を適切に実施するための規定の

整備等の措置を講ずるもの 

○ 結果 

可決（附帯決議が付された。） 

○ 経過 

12 安全保障委員会 

提出日 

衆・本会議 衆・委員会 衆・本会議 参・委員会 参・本会議 
公布日 

番 号 趣旨説明 
付託日 

質疑 
議決日 
結 果 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 趣旨説明 

令和 
 7. 2.12 

4. 4 

4. 4 
4.11 
4.17 

4.18 

4.18 
可決(多) 

(賛-自民・立憲・維新・
国民・公明) 

(反-共産) 

（附） 

4.24 
可決 

外交防衛 

5.20 
可決 

（附） 

5.21 
可決 

5.28 
法44号 

4.10 
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日本国の自衛隊と我が国以外の締約国の軍隊との間における相互のアクセス及び協力の円

滑化に関する日本国と我が国以外の締約国との間の協定の実施に関する法律案（内閣提出

第56号） 

○ 要旨 

円滑化協定に係る法制の簡素化及び円滑化協定の適確な実施を確保するため、我が国

が締結した円滑化協定の実施に関する諸法律を統合するとともに、今後締結する円滑化

協定の実施に備えて、道路運送法及び道路運送車両法の適用除外、刑事手続等の特例、

国の賠償責任の特例並びに特殊海事損害に係る賠償請求の援助に関する措置に関し共通

して必要な事項を定めるもの 

○ 結果 

可決（附帯決議が付された。） 

○ 経過 

提出日 

衆・本会議 衆・委員会 衆・本会議 参・委員会 参・本会議 
公布日 

番 号 趣旨説明 
付託日 

質疑 
議決日 

結 果 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果 趣旨説明 

令和 
 7. 3.14 

 

3.26 

4. 4 

4. 4 

可決(多) 
(賛-自民・立憲・維新・

国民・公明) 

(反-共産) 
（附） 

4. 8 
可決 

外交防衛 
4.15 
可決 

（附） 

4.16 
可決 

4.23 
法26号 

3.27 

 

 

（3）国政調査  

国政調査では、質疑及び視察が行われた。主な質疑内容は、次のとおりである。 

 

○ 主な質疑内容 

・ 自衛官の処遇改善 

・ 統合作戦司令部の発足 

・ トランプ政権への我が国の対応 

・ ロシアによるウクライナ侵略 

・ 沖縄の基地負担軽減 

・ 米兵による事件・事故 

・ 在日米軍総司令部の赤坂プレスセンター移転計画 

・ 防衛産業の在り方 

 

（4）連合審査会  

連合審査会 開会日 審査・調査案件 

内閣委員会 総務委員会 安全保

障委員会 

令和 

7. 4. 3 

重要電子計算機に対する不正な行為による被害の防止に関

する法律案（内閣提出） 

重要電子計算機に対する不正な行為による被害の防止に関

する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律案

（内閣提出） 
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（5）参考人  

出頭日 職 業 氏 名 審査・調査案件 

令和 

7. 5.30 

NMVコンサルティング上級顧問 

元米国務省日本部長 

ケビン・メア君 

（オンライン出席） 

国の安全保障に関する件 

ジョージ・ワシントン大学准教授 
マイク・モチヅキ君 

（オンライン出席） 

三井住友海上火災保険株式会社顧問 

元防衛事務次官 
黒江 哲郎君 

明海大学教授 小谷 哲男君 

 

（6）視察  

視察日 視察地名 視 察 目 的 視察委員

令和 

 7. 6. 9 
兵庫県、大阪府 国の安全保障における防衛等の実情調査 10人 

 

 陸上自衛隊信太山駐屯地（大阪府和泉市）     自衛隊大阪地方協力本部（大阪府大阪市） 
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【第218回国会】 

（1）委員（30人） 

委員長 遠藤   敬君 維新 
理 事 岩田  和親君 自民 理 事 尾﨑  正直君 自民 
理 事 木原   稔君 自民 理 事 篠原   豪君 立憲 
理 事 升田 世喜男君 立憲 理 事 屋良  朝博君 立憲 
理 事 美延  映夫君 維新 理 事 橋本  幹彦君 国民 
 江渡  聡徳君 自民  金子  容三君 自民 
 黄川田 仁志君 自民  草間   剛君 自民 
 鈴木  英敬君 自民  鈴木  隼人君 自民 
 関   芳弘君 自民  中曽根 康隆君 自民 
 福田 かおる君 自民  向山   淳君 自民 
 新垣  邦男君 立憲  五十嵐 えり君 立憲 
 伊藤  俊輔君 立憲  重徳  和彦君 立憲 
 下野  幸助君 立憲  松尾  明弘君 立憲 
 池畑 浩太朗君 維新  深作 ヘスス君 国民 
 西園  勝秀君 公明  山崎  正恭君 公明 
 赤嶺  政賢君 共産 

 

（2）議案  

付託された議案はなかった。 

 

（3）議員海外派遣  

派遣議員団 派遣期間 派遣国名 派 遣 目 的 派遣議員

衆議院ポーランド及び英国

における安全保障政策等調

査議員団 

（閉会中） 

令和 7. 8.30 

～ 9. 5 

ポーランド、英

国 

ポーランド及び英国における安全

保障政策等の実情調査 
２人 
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【第219回国会】 

（1）委員（30人） 

委員長 前原  誠司君 維新 
理 事 東   国幹君 自民 理 事 大野 敬太郎君 自民 
理 事 本田  太郎君 自民 理 事 篠原   豪君 立憲 
理 事 下野  幸助君 立憲 理 事 渡辺   周君 立憲 
理 事 和田 有一朗君 維新 理 事 橋本  幹彦君 国民 
 江渡  聡徳君 自民  小野寺 五典君 自民 
 塩崎  彰久君 自民  関   芳弘君 自民 
 高見  康裕君 自民  長島  昭久君 自民 
 中曽根 康隆君 自民  中谷   元君 自民 
 福田  達夫君 自民  吉田  真次君 自民 
 新垣  邦男君 立憲  池田  真紀君 立憲 
 重徳  和彦君 立憲  升田 世喜男君 立憲 
 柳沢   剛君 立憲  屋良  朝博君 立憲 
 阿部   司君 維新  福田   徹君 国民 
 金城  泰邦君 公明  山口  良治君 公明 
 赤嶺  政賢君 共産 

 

（2）議案  

付託された議案は内閣提出法律案１件で、審査等の概況は次のとおりである。 

 

防衛省の職員の給与等に関する法律の一部を改正する法律案（内閣提出第10号） 

○ 要旨 

  人事院勧告に対する政府の取扱い方針（閣議決定）に基づき、一般職の国家公務員の

例に準じて、自衛官の俸給月額及びボーナスを引き上げる等の改正等を行うもの 

○ 結果 

可決 

○ 経過 

提出日 

衆・本会議 衆・委員会 衆・本会議 参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 

付託日 
質疑 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 趣旨説明 

令和 
 7.12. 8 

 

12. 8 

12.11 

12.11 

可決(全) 
(賛-自民・立憲・維新・ 

国民・公明・共産) 

12.11 
可決 

外交防衛 
12.16 

可決 

12.16 
可決 

12.24 
法95号 

12. 9 

 

 

（3）国政調査  

国政調査では、質疑及び視察が行われた。主な質疑内容は、次のとおりである。 

 

○ 主な質疑内容 

・ 自衛官の処遇等の改善施策 

・ 熊の捕獲に伴う自衛隊の支援活動 

・ 台湾周辺で軍事活動がエスカレートした場合の在外邦人等の保護措置 

・ 防衛装備移転三原則運用指針における５類型見直し 
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・ 原子力潜水艦導入問題 

・ 観閲式等の実施を取り止めたことの意義 

・ 国産ドローンの開発強化と安全保障 

・ 在沖縄米海兵隊のグアム移転 

・ 日米地位協定の改定 
 

（4）視察  

視察日 視察地名 視 察 目 的 視察委員 

令和 

 7.11.28 
秋田県 自衛隊による熊対策の実情調査のため ６人 

 

鈴木秋田県知事からの要望書受領（秋田県秋田市） 

 

 




